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結城市 浄化槽設置費補助金  

申請 の手引き 
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FAX ０２９６－３３－１９４１ 
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１ 申請受付期間 

  令和７年４月２５日 ～ 令和７年１１月２８日 まで （平日８：３０～１７：１５）             

       ※予算の範囲以内で先着順のため予算がなくなり次第終了です。 

       ※書類はすべて揃えてから提出してください。  

       ※当事業は令和 7 年度の補助事業です。本年度中にすべての手続きを完了する

必要があります。 

    

２ 交付条件 

 以下の①～③のすべてに該当する必要があります 

①申請者が居住するための専用住宅(※1)又は併用住宅(※2)の敷地内に設置されるもの 

②結城市浄化槽整備地域促進地域内であること 

     

 

 

 

 

補助対象外になる場合  

（１）合併処理浄化槽の設置された家屋の建て替え又は増築により設置する場合  

（２）既設合併処理浄化槽を更新し、又は改築する場合  

（３）下水道認可区域内で合併処理浄化槽を使用している者又は使用していた者が、下水道

認可区域以外へ転居し、家屋を新築する場合  

（４）前３号に掲げるもののほか、既存の汚水処理未普及解消につながらない新築家屋へ合

併処理浄化槽を設置する場合  

（５）法第５条第１項に基づく設置の届出又は建築基準法第６条第１項に基づく確認の申請

を行わずに合併処理浄化槽を設置する場合  

（６）住宅を販売し、転売し、又は賃貸する目的で合併処理浄化槽を設置する場合  

（７）住宅又は敷地を共有している場合又は借りている場合で、合併処理浄化槽を設置する

ことに関して共有者又は賃貸者の承諾が得られない場合  

（８）設置した合併処理浄化槽が製造業者又は一般社団法人全国浄化槽団体連合会の浄化

槽機能保証制度による保証を受けられる場合  

（９）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。）と関係があると市長が認めた場合  

（10）市税等を滞納している場合  

 

※1 一戸建ての家屋をいう。 
※2 併用住宅は専用住宅に事務所、店舗等の自己の業務の用途に供する非居住部分を当該家屋

の延床面積の２分の１以内で併設するものをいう。  

（１）結城市全域のうち、公共下水道認可区域、

農業集落排水事業計画区域及び地域し尿処理

施設整備事業計画地域等を除いた区域 

（２）その他市長が特に認める区域 
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３ 提出書類と注意事項 

    ① 申請書 （様式第１号） 

    ② 申請時 提出書類チェックリストに記載されているもの 

               

※申請書等の様式は市ホームページからダウンロードできます。 

   https://www.city.yuki.lg.jp/page/page003026.html 

 

〇配管系統図について 

・必ず、敷地外の第１次放流先の道路側溝又は水路等までの放流ルート

が分かるように記載してください。 

・撤去費の補助を受けるか否かに関わらず、単独処理浄化槽及びくみ取

り槽がある場合は、単独処理浄化槽及びくみ取り槽の位置を図面に記

載してください。複数ある場合は全て記載してください。（点線で記

載すること） 

・宅内配管工事の補助を受ける場合は、既存配管図と設置後の配管図を

分けて作成してください。 

  〇変更承認申請について 

   ・交付決定後、浄化槽本体や浄化槽設備士の変更など、申請内容に変更

がある場合や実績報告の提出期限の延長がしたい場合は、必ず事前に

市に相談したうえで変更承認申請書を提出し、承認を受けてください。 

・補助事業の中止は、必ず事前に相談したうえで変更承認申請書を提出

し、承認を受けてください。 

  ○敷地内の単独浄化槽を撤去する場合について 

・単独浄化槽撤去費補助金を受けない場合でも、同一敷地内単独浄化槽

がある場合は撤去が必要です。 

・その際は、廃止届出書を提出してください。 

○新築（建築確認が必要な場合）について 

・新築における補助事業の中止に係る承認申請が多くなっております。

申請時には、改めて工期や提出書類等をご確認ください。 

 【昨年度からの主な変更点】  

  ●様式に変更が多数あります。必ず令和 7 年度の様式を使用してください。 

  ●単独処理浄化槽撤去費補助金額及び宅内配管工事費補助金額が変わりました。 

【書類作成時の注意事項】 

変更が多数あります。 

必ずご確認ください。 
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４ 補助内容   

 

浄化槽区分  条件  補助限度額  

合併浄化槽設置費  

５人槽  
延べ面積≦140 ㎡ 

（140 ㎡以下の場合） 
332,000 円  

６～７人槽  
延べ面積＞140 ㎡ 

（140 ㎡を超える場合） 
414,000 円  

８～１０人槽  二世帯住宅  548,000 円  

単独処理浄化槽からの付け替え加算額  

転換の場合のみ 

※埋め戻し等ではなく、

撤去した時のみ補助対象   

１２0,000 円  

くみ取り槽からの付け替え加算額  

転換の場合のみ 

※埋め戻し等ではなく、

撤去した時のみ補助対象  

９０,０００円  

宅内配管工事に係る加算額  

転換の場合のみ 

※単独処理浄化槽を埋

め戻し等ではなく、撤去

した時のみ補助対象  

※くみ取りは対象外  

３０0,000 円  

  

※工事費が補助限度額に満たない場合は、その額が補助額になります。（千円未満切り捨て） 

 

 

☆年間５５基程度の設置費補助を予定（５・７・１０人槽全て込み） 

 

・予算額（内示額）に達した時点で申請受付を終了します。 

ただし、額に達しない場合も１１月末で申請受付終了予定ですが、転換の場

合は受付を延長する場合がありますので、随時お問合せください。 
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５ 申請の流れと注意事項 

 

 

 

 

 

 

 

  

交付申請 

・申請時 提出書類チェックリストをご確認ください。 

交付決定 

・工事着手予定日から１４日以上前の日付にて申請してください。 

 （通常、申請受付から交付決定まで１４日前後かかるため） 

工事着手 
・工事中は、『実績報告の手引き』 ５ 工事写真の撮り方（写真例）

に従い撮影してください。 

※写真がない場合、補助を中止する場合があります。 

工事完了 

実績報告 

確定通知書 

補助金振込 

変更申請 ・（工事内容や期間等に変更がある場合）変更承認申請が必要です。 

・実績報告時  提出書類チェックリストをご確認ください。 

・完了検査日から約１カ月後に指定された口座に振り込みます。 

完了検査 
・検査は土日祝日を除く平日に行いますのでご了承ください。 

注 意 事 項 

※提出期限内に実績報告又は変更申請がない場合は、補助を 

中止する場合があります。 

・検査は申請者と工事を監督した浄化槽設備士、市職員の三者立ち

合いで行います。 
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６ 書類記載例 ①  様式第１号 補助金交付申請書  
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６ 書類記載例 ③  様式第 7 号 誓約書  

  年  月  日 

 

  結 城 市 長 殿 

 

誓 約 書 

 

茨城県浄化槽設置事業費等補助金交付要項第６条第１号の規定により、下記の事項を遵守することを

誓約いたします。 

記 

 

１ 浄化槽法（昭和 58年法律第 43号）（以下「法」という。）第７条第１項の規定に基づき、浄化槽を設

置及び浄化槽の構造又は規模を変更した場合は、水質に関する検査を受検すること。 

 

２ 法第 10条第１項の規定に基づき、浄化槽の保守点検及び清掃を法令に定められた回数行うこと。 

  （１）保守点検 

   分離接触ばつ気方式、嫌気ろ床接触ばつ気方式、脱窒ろ床接触ばつ気方式 

    処理対象人員が 20 人以下は年３回以上       □ 

    処理対象人員が 21 人以上 50 人以下は年４回以上  □ 

   上記以外の場合（大臣認定型など） 年 ３ 回※以上 ☑ 

     ※維持管理要領書等に記載されている回数を記載してください。分からない場合はメーカー 

もしくは浄化槽保守点検業者にお問い合わせください。 

      ※多くの場合は年３回以上となっています。 

  （２）清掃 

年１回以上 

 

３ 法第 11条第１項の規定に基づき、毎年１回水質に関する検査を受検すること。 

 

４ １、２及び３を実施しなかった場合は、補助金を返還すること。 

 

以上 

                  住所    結城市大字結城○○○番地 

 

                  連絡先   070-××××-×××× 

 

                  氏名    ○○ ○○ 

 

                  （法人にあっては主たる事業所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）  

様式第７号(第６条第１号関係) 

本人署名 
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６ 書類記載例 ③  様式第８号 合併処理浄化槽補助事前確認項目  
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６ 書類記載例 ④  様式第９号 工事見積書 

 

設置場所の地番を記入

してください。 
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６ 書類記載例 ⑤  様式第１０号 合併処理浄化槽設置工事請負契約書  
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６ 書類記載例 ⑤ 
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６ 書類記載例 ⑥  様式第１１号 市税納付状況確認に関する同意書
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６ 書類記載例 ⑦  様式第１２号 承諾書  
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６ 書類記載例 ⑧  債権者登録申請書  
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６ 書類記載例 ⑨  変更承認申請書  

 


